
車

両
 

円

入 居 者 総 合 保 険

ﾌﾘｶﾞﾅ

携　帯　番　号 生　年　月　日

年　　月　　日

             入　居　申　込　書                 ［個人契約用]

申 込 日      年    月   日 物 件 名

賃 料 円 所 在 地

礼 金 円

敷 金 円 駐 車 場 敷 金 円 仲 介 手 数 料

共 益 費 円 駐 車 場 賃 料 円

自 宅 ℡

ご

契

約

者

円 地 震 保 険 加入　・　未加入 駐 輪 シ ー ル 要　・　不要　　　枚

フ リ ガ ナ

業 種

勤務先名

万円

〒
年

引越予定日

仲  介  業  者

広島県知事（11）第５４５１号

株式会社　ミタカ産業        広島市中区橋本町６番１４号

TEL（082）227-9292・FAX（082）227-9393

連

帯

保

証

人

生 年 月 日

          年 　　　月　　　日

フ リ ガ ナ

氏 名

住 所

勤 務 先
住 所

勤続年数 年

勤 務 先 名

連 絡 先

自宅

携帯

勤 務 先
電 話 番 号

申 込 人 と の
関 係

年収 万円

E-Mail

※駐車場を契約の方は免許証の両面カラーコピー、車検証のコピーを提出して下さい。

車 種 車 両 番 号

生 年 月 日

         年　　　　月　　　　日
氏 名

住 所
〒

色

ご

入

居

者

    年  月   日

勤続年数

年 収

勤務先
℡

職 種 地 位

携帯TEL

E-mail

勤 務 先
所 在 地

契 約 開 始 日       年   月   日

ﾌﾘｶﾞﾅ

年　　月　　日

氏 名 続柄 勤 務 先 ・ 学 校 名

ﾌﾘｶﾞﾅ

年　　月　　日

ﾌﾘｶﾞﾅ

年　　月　　日



【お申込についてのご承諾事項及びご記入要綱】

・

・

・

・

・

・

・

契約者

・

・

・

・

・ 契約時運転免許証及び身分証明書のコピーを提出願います。

連帯保証人

・

・

・ 連帯保証人様は契約書に実印を押捺し、印鑑証明書一通提出願います。

※申込書をご提出される際は身分証明書(免許証・パスポートなどのコピー)も一緒にご提出ください。

【個人情報の取り扱いについて】

当社は、個人情報を以下の目的で利用させて頂きます。

1

2
3

⑴　
⑵　

①
②
③

※

4
5
6
7

①

②
③

8

本申込提出後、書類審査の結果、お断りする場合、その理由につきましては一切申し上げることは出来ませんのでご了承くだ
さい。

本申込書は結果の可否にかかわらずご返却いたしません。

本申込書記載内容に重大な不正、または誤りがある場合はご契約できません。

建築中または空き予定の物件については天候その他の都合で多少入居の遅れることがあります。あらかじめご了承ください。

自営業の方は保証会社加入をお願いする場合もあります。

(自営業以外の方も保証会社へ加入いただく場合があります)

原則として、契約者と生計を別にする親族で有職者の方。

職業が自営業者の方・・・契約者と生計を別にする親族で有職者の方１名＋保証会社への加入をお願いする場合もあります。

不動産の売買契約又は賃貸借契約の相手方を探索すること、売買、賃貸借、仲介、管理等に関する契約(連帯保証契約を含む）
を締結すること及び契約に基づく役務を提供すること

手付金ご入金後は、お客様のご都合でキャンセルされた場合は手付け流れになります。(返却はできません)

連帯保証人様には、保証人の承諾確認のお電話を差し上げますので、その旨連帯保証人様に予めご連絡ください。

契約締結の際、ご契約者は住民票又は運転免許証の写し・連帯保証人は印鑑証明が各１部必要です。

(連帯保証人のみ、契約書には印鑑証明と同じ印鑑で捺印)

原則として、成年の有職者の方。

入居者が学生の場合や年金の受給が主な収入の方・・・契約者は入居者の親族で有職者の方。

市場動向分析を行うこと

不動産の売買、賃貸借等に関する価格査定を行うこと
なお、価格査定に用いた成約情報につきましては、宅地建物取引業法第34条の2第2項に規定する｢意見の根拠｣として
仲介の依頼者に提供することがあります。

提供される情報は、売主様・買主様・借主様の氏名を含まず、成約物件の特定が困難となる工夫を施した物件の概要・成
約価格などの項目です。

提供は、書面、電子メール等の手段で行います。
ご本人様からお申し出がありましたら、提供は中止いたします。

提供は書面、電話、電子メール、インターネット、広告媒体等の手段で行います。
ご本人様からお申し出がありましたら、提供は中止いたします。

専属専任媒介契約、専任媒介契約が締結された場合には、宅地建物取引業法に基づき、指定流通機構への登録及び
成約情報の通知が宅地建物取引業者に義務付けられます。

上記１及び2の役務、情報を提供するために郵便物、電話、電子メール等により連絡すること
お客様からのお問い合わせに応じるため及び4の目的を達成するために必要に応じて保管すること
宅地建物取引業法第49条に基づく帳簿として及びその賃料として保管すること

不動産の売買、賃貸借、仲介、管理等に関する情報を提供すること

１，２の目的を達成するために必要な範囲で、契約の相手方及び売買・賃貸借希望者、他の宅地建物取引業者、指定流通機
構、物件情報を書面又はインターネットで提供する者・団体・広告会社、融資に関わる金融機関、登記等に関わる司法書士そ
の他専門家、提携損害保険会社、不動産管理業者、保証委託会社又はお客様の同意を得た第三者に対して提供すること

なお、契約の相手方探索のために指定流通機構に対して物件情報を提供する場合及び指定流通機構に登録されている物件につ
いてご契約される場合には、個人情報等を次のとおり利用致します。

契約が成立した場合には、その年月日、成約価格等を指定流通機構に通知いたします。

指定流通機構は、物件情報及び成約情報(成約情報は、売主様・買主様・貸主様・借主様の氏名を含まず、物件の概要・契
約年月日、成約価格等の情報で構成されています）を指定流通機構の会員たる宅地建物取引業者や公的な団体に電子デー
タや紙媒体で提供することなどの宅地建物取引業法に規定された指定流通機構の業務のために利用致します。

提供される情報は、物件情報、成約情報その他必要な項目です。

有職者の未成年の場合・・・親族で有職者の方が連帯債務者。



〒

右の記載内容を確

認・同意の上チェッ

ク☑してください。

私（保証委託審査申込者）は別紙または裏面記載の【個人情報及び法人情報の取扱に関する条項】を確かに受領し、記載条項に同意のうえ、ジェイリース株式会社の保証委

託契約に申し込みます。また本紙の「入居申込書兼保証委託申込書」に事実とは異なること、虚偽の記載、代筆のいずれかが発覚した場合は、申込が無効となり契約が解除され

ても異議を申し立てません。保証委託申込から保証委託契約までに至る取次業務（書類授受や審査結果回答受領）について、協定不動産会社に委託します。

ＦＡＸ

Ｊフラット

支店名 ご担当者様

日 日 家賃 円入居予定日 20 年

駐車場料金

入居申込書兼保証委託申込書

税

込

金

額

ご

記

入

く

だ

さ

い

。

月

収入日

障害年金

円
号室

共益費・管理費

市区

町村

申

込

不

動

会

社

様

客

付

・

元

付

男 生

年

月

日

女

ＴＥＬ

女

物件

所在地

円

申込日 20 年 月

協

定

業

者

様

会社名
仲

介

業

者

様ＴＥＬ

既に入居中 Ｊウイング

円

円

新規申込

物

件

情

報

物件名

都道

府県

ＦＡＸ

月額総賃料

会社名

支店名 ご担当者様

毎年型

駐車場 Ｊ-AKINAI 事業用 学生プラン 住居用

毎月型

*ＴＲＣはトランクルー

ム・収納スペース 保

証

プ

ラ

ン

Ｊウイングフラット 毎月毎年型

ＴＲＣ*

用

途

住居用 事業用

形

態

敷金 円

円

円

保証金
円

-

Ｊサポート 一括型

円

勤続年数事業内容 年収

都道

府県

市区

町村

年 ヶ月万円 日

その他

続柄

正社員 自営業 契約社員

派遣社員 年金 生活保護

主婦

携帯電話

日

運転免許証番号

市区

町村

- -

年 月生年月日 西暦

＊ﾐﾄﾞﾙﾈｰﾑがある方はこちらの枠にご記入ください。

都道

府県

お

勤

め

先

-

名称

フリガナ

-

住所 〒 -

電話

緊

急

連

絡

先

▶

事

業

用

申

込

は

記

入

必

須

物件利用

業態

飲食

建設

氏名

-

性別

※

連

帯

保

証

人

付

き

で

お

申

込

の

際

は

ご

記

入

く

だ

さ

い

。

連

帯

保

証

人

予

定

者

フリガナ

現住所 〒

自宅電話

-

年

女

携帯電話 - -

＊ﾐﾄﾞﾙﾈｰﾑがある方はこちらの枠にご記入ください。

自宅電話 - -

氏名

フリガナ 生年月日 西暦

不動産 福祉 美容

医療 製造 運輸

月

現

住

所

都道

府県

性別

＊ご実家の情報をご記入ください。ご実家を緊急連絡先に出来ない場合はご親族の住所・連絡先をご記入ください。

男

②氏名

①氏名

情報通信
➡

業

務

内

容

例）ラーメン屋、事務所、痩身エステ・脱毛サロン・整体等　※事業用は記入必須※

教育 金融・保険 サービス

健康 卸・小売

続

柄男

申込

理由

フリガナ

＊申込者・賃借人が入居しない契約の場合は、“□実入居”に☑をして、実際に入居する方の情報をご記入ください。

同

居

人

実

入

居

フリガナ

市区

町村

事業内容 年収 万円

-

ヶ月年

自営業 契約社員

派遣社員 年金 生活保護

-
その他

主婦 大学(院)生 専門学校生

正社員

障害年金

〒

勤続年数

住所

電話

都道

府県

-

※

外

国

人

の

場

合

は

在

留

カ

ー

ド

の

添

付

を

お

願

い

い

た

し

ま

す

。

年フリガナ

運転免許証番号

＊ﾐﾄﾞﾙﾈｰﾑがある方はこちらの枠にご記入ください。

氏名

自宅電話 - - -

現住所

-

無職

再送の場合チェック☑してください。 ※ご入居者さまから当社へ直接のＦＡＸはご遠慮ください。

〒 -
都道

府県

市区

町村

申

込

者

・

賃

借

人

お

勤

め

先

名称
フリガナ

審査受付FAX：0570-006-660

審査担当　電話受付時間　10：00　～　17：00

生年月日 西暦

男 女性別 有 無

続柄

-

月

男 女

大学(院)生 専門学校生

無職

収入日

市区

町村

携帯電話

日

日

配偶者

携

帯

電

話

勤

務

先

名

学

校

名

日

個人用

代
筆
不
可

本
人
が
ご
記
入
く
だ
さ
い

＊転勤・転職の場合は転勤
先・転職先を、派遣社員の
場合は派遣元を、学生の場
合は学校名をご記入ください

＊記載漏れは、受付できない場合がございますので、可能な限りの項目をご記入、選択してお申込ください。
＊申込者（賃借人予定者さま）は実質的にお家賃を管理・お支払いいただく方でお願いします。

＊転勤・転職の場合は転勤
先・転職先を、派遣社員の
場合は派遣元を、学生の場
合は学校名をご記入ください

お持ちの方のみ

お持ちの方のみ

カンタン・便利！必要書類添付と送信ボタンで申込ができるお客さま情報管理システム「TRUSTA」をぜひご利用ください。（当社WEBサイトトップページよりログイン可能） ⒸJ-LEASE .,CO. LTD 202304





月分まで

受領予定□上旬□中旬□下旬

エフカ部屋サポ申込書（個人用） 申込用ＦＡＸ：089-913-6502
お問合せ電話番号：0120-88-7772

お申込後、申込内容をご確認させていただくために、(株)フジ・カードサービスから申込者様、

勤務先、緊急連絡先にご連絡させていただく場合がございます。

申込者は、別紙「立替払委託契約における個人情報の取り扱いに関する同意条項」に同意の上、申込みをします。
申込日20　　　年　　　月　　　日

賃

貸

借

申

込

内

容

契約種別

物　件

所在地

〒
家賃／

使用料

□
入居（使用）

予定
20＿＿＿年＿＿＿月

＿_＿＿日頃 前家賃

（予定）

号室 駐車場代金 円

（　　　　） 円

円

管理費

共益費
円

申込

種別

申

込

者

・

賃

借

人

現住所
〒

円

（　　　　） 円

月額請求額

合計

（　　　　）色

都　道

府　県
※建物名までご記入ください。

円

生年月日 西暦　  　　　　年　　  　　　月　  　　　　日　（　　  　　）歳 運転免許証番号
（お持ちの方は必ずご記入ください）

氏名

（自署）

フリガナ 性別
電話

番号

固　定 ―　　　　　　　　―

男・女 携　帯 ―　　　　　　　　―

現住居 1.賃貸　2.家族所有　3.社宅/寮　4.公営住宅　5.自己所有　6.その他（　　　           　　）

転居理由 1.結婚　2.独立　3.就職/入学　4.転勤　5.転職　6.通勤時間　7.手狭　8.家賃が高い　9.環境　10.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                         ）

職　業 1.会社員・公務員　2.専業主婦（夫）　3.自営業　4.派遣社員・契約社員　5.パート・アルバイト　6.年金受給　7.学生　8.生活保護　9.無職　10.その他（　　　　　                             　　 ）

家族構成 1.独身　2.配偶者　3.子ども（　　  　人）　4.その他（　　　　　　　                  　　　　　）
現在の家賃

（住宅ローンの返済額）
万円/月 居住年数 年 ヶ月

年収（税込） 万円 月収（税込） 万円

役職 ヶ月

業　種 1.製造業　2.農林水産業　3.建設業　4.卸・小売業　5.飲食業　6.金融・保険業　7.運輸・通信業　8.サービス業　9.公務員　10.その他（　　　 　　　　　　                                     　　　　 ）

職　種 1.事務　2.労務　3.技術　4.販売　5.営業　6.外交・歩合セールス　7.経営（法人）　8.経営（個人）　9.その他（　　　　　　　　　　　　　　                                              　　　 ）

エフカをお持ちの方は

カード番号（14ケタ）をご記入ください。 □　なし
エフカカード

番号（14ケタ）

勤

務

先

・

学

校

従業員数 ①10人未満　　②50人未満　　③300人未満　　④300人以上

住所
都　道

府　県

部署
勤

続

年

数

年

名称

フリガナ 電話
番号 ―　　　　　　　　―

緊

急

連

絡

先

又

は

連

帯

保

証

人

□　緊急連絡先　　　　　　　　　　　　　□　緊急連絡先及び連帯保証人

現住所
都　道

府　県

固　定 ―　　　　　　　　―
携　帯 ―　　　　　　　　―

職　業※ 1.会社員・公務員　2.専業主婦（夫）　3.自営業　4.派遣社員・契約社員　5.パート・アルバイト　6.年金受給　7.学生　8.その他（　　　　                                         　 　　 ）

※建物名までご記入ください。

氏名

フリガナ 性別 続柄 生年月日 西暦　　　　　　　年　　　　月　　　　日（　　　）歳

男・女 　

年 ヶ月

※勤務先情報は連帯保証人取得予定の場合のみご記入下さい。

入

居

者

入居される方 1.申込者のみ　　　　2.申込者及び家族　　　　3.家族（申込者以外）　　　　4.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

氏　　　　名 性別

勤務先名※

勤務先住所※

勤務先電話※ ―　　　　　 　―
年収

（税込） 万円
勤続年数

続柄 生年月日（西暦） 携帯電話番号 年収（税込） 勤務先会社名及び連絡先

男・女 万円

男・女 万円

01-01-2501（1）

備

考

※入居者様が複数名いる場合にご記入下さい。また、その他特記事項がございましたら、こちらにご記入をお願いいたします。

仲

介

会

社

※住所・社名・電話/ＦＡＸ番号・担当者名をご記入下さい。 担当社印

又はサイン
管

理

会

社

※住所・社名・電話/ＦＡＸ番号・担当者名をご記入下さい。 担当社印

又はサイン

店頭にて申込者様への契約内容の説明及びご本人確認を行いました。

男・女 万円

申込プラン □　居住用（月払プラン）　　□　居住用（年払プラン）　　□　居住用（学生応援プラン）　　□　駐車場プラン

定期借家は

こちらにチェック

□ 普通借家
□  駐車場

都　道

府　県

円

敷金(保証金) 　　　　　　　　　　　　　　円 退去償却(敷引) 　　　　　　　　　　　　　　　円 礼金 　　　　　　　　　　　　　　　円

（　　　   　　） 円 （　　　   　　） 円 （　　　   　　）

車種
登録番号

（ナンバー）

物件名

フリガナ

サービス提供会社



個人情報及び法人情報の取得・管理・利用に関する事項
全保連株式会社（以下「当社」といいます。）は、賃貸借保証委託契約（以下「委
託契約」といいます。）の申込者、その連帯保証人予定者、委託契約申込後、委
託契約締結に至った委託者及びその連帯保証人（以下併せて「申込者等」と
いいます。）の個人情報及び法人情報を、本書（以下「本事項」といいます。）に
定めるところに従い取り扱います。
第 1条（個人情報）
個人情報とは、氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、国籍、本人識別情報、肖
像、音声、勤務先名称、勤務先住所、雇用形態、勤務先電話番号、部署、年収、
勤務年数、外国籍の方における在留資格・在留期間・日本語検定資格の内容・
日本での合計在住年数、当社が保証の対象とする賃料等に係る賃貸借契約
の目的物件（以下「賃貸物件」といいます。）の名称・所在地、口座情報、委託
契約における委託者（賃借人）と当社との間における取引情報、その他公共
機関、官報やマスメディア等の媒体を通じて公にされている情報のいずれか
に該当するものをいいます 。（いずれも、委託契約終了後の個人情報も含み
ます。）
第 2 条（法人情報）
法人情報とは、次の各号のいずれかに該当するものをいいます。
（1）法人名、代表者名、代表者生年月日、所在地、電話番号、FAX番号、設立年
 月日、資本金、年商、従業員数、事業内容、賃貸物件の名称・所在地、口座
 情報、委託契約における委託者（賃借人）と当社との間における取引
 情報、その他公共機関、官報やマスメディア等の媒体を通じて公にされて
 いる情報
（2）登記事項証明書等に記載された法人確認のための情報
第 3条（関連する個人情報）
当社は、申込者等が、事前に本人からの同意を得て当社に提供した緊急連絡
先及び同居人等、申込者等の関係者（以下、併せて「同居人等」といいます。）
に関する個人情報についても本事項に従って取り扱います。
第 4 条（個人情報及び法人情報の利用目的）
当社が申込者等から取得した個人情報及び法人情報の利用目的は以下のと
おりです。本事項に別段の定めがある場合のほか、この利用目的を超えて、当
社が個人情報を利用することはありません。
（1）申込者等からの当社宛お問合せ及びご意見ご要望の受付け対応として
 ①お問合せ及びご意見ご要望の内容を確認しその対応を行うため
  （なお、この目的のためにこれらの内容については録音をいたします。）
 ②お問合わせ及びご意見ご要望の内容を当社内システムに記録する
   ため
 ③お問合わせ及びご意見ご要望を踏まえ、当社でサービス品質向上を
   図るための資料を作成するため
（2）委託契約の締結、継続等の可否を判断するまたは委託契約の状況等を
 共有する場面として
 ①申込者等との間で委託契約を締結することの是非を審査するため
 ②前号の審査の結果を踏まえ、申込者等との間で委託契約を締結する
  ため
 ③締結された委託契約を継続することの可否を判断するため
 ④前 3号の審査判断に関する記録を当社内システムに保存するため
 ⑤賃貸物件を管理する不動産会社（当該不動産会社がフランチャイジー
  である場合はフランチャイザー会社を含みます。以下、これらを併せて
  「管理会社」といいます。）に対し、委託契約の状況等を共有するため
 なお、①から③の判断に際して、当社が第８条に定める第三者機関から
 提供を受けた申込者等の信用力等に関する情報については、かかる判断
 以外の目的でこれを利用することはありません。
（3）委託契約の履行の場面として
 ①委託契約に定める保証委託料、賃料等、口座振替サービス利用料等の

  入金管理等のため
 ②前号の入金管理等に関して、管理会社との間で情報共有を行うため
 ③当社内システムに保存されている申込者等の情報につき、システム
  メンテナンスを含めた適切な保全を実施するため
（4）委託契約に基づく求償権行使の場面として
 ①申込者等の所在を確認するため
 ②申込者等に連絡を行うため
 ③求償権行使に際しての申込者等との交渉経過その他の事実に関する
  記録を保存するため
 ④前３号における確認、連絡、交渉状況等に関する事実につき、管理会社
  との間で情報共有を行うため
（5）当社および当社の提携先のサービス・関連商品の紹介の場面として
 ①ダイレクトメールの発送並びにお電話等による、当社サービス及び
  当社の提携先が提供する関連商品・サービスに関する各種ご提案・
  ご案内を行うため
 ②前号のご提案・ご案内のため、当社と申込者等との間の取引履歴等を
  分析するため
（6）当社のサービス品質向上の場面として、市場調査、保証商品やサービス
 研究開発を行うため
（7）委託契約に付帯する商品等に関する情報を申込者等に提供するため
（8）当社が賃貸人及び管理会社からの委託に基づき、委託者（賃借人）から
 賃料、その他金員の収納に係る代行事務を行うため
（9）賃貸借契約の履行及び管理並びに賃貸借契約終了後の賃貸人と委託者
 （賃借人）との間の債権債務関係の精算に協力する場面として
 ①保証契約の解約や取引解約後の事後管理のため
 ②当社の債権譲渡等の処分及び担保差入れその他の取引のため
 ③賃貸人が行う明渡訴訟に関し、申込者等の氏名・住所及び滞納状況
  などの特定に協力するため
 ④賃貸人が行う明渡訴訟に関し、管理会社への情報提供などに協力
  するため
 ⑤賃貸人が行う強制執行に関し、執行補助者への情報提供などに協力
  するため
 ⑥保証契約に基づく代位弁済請求に関し、その請求内容等の精査の
  ため
第 5条（個人情報の第三者への提供）
（1）当社は、以下に該当する場合を除くほか、あらかじめ申込者等の同意を
 得ずに、申込者等の個人情報を第三者に提供することはありません。
 ①法令に基づく場合。
 ②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、
  申込者等の同意を得ることが困難であるとき。
 ③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要が
  ある場合であって、申込者等の同意を得ることが困難であるとき。
 ④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の
  定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であっ
  て、申込者等の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす
  おそれがあるとき。
（2）申込者は、当社が申込者等の個人情報を以下の第三者に対し提供するこ
 とに同意します。
 ①４条記載の利用目的の実現に必要となる以下の者
  連帯保証人予定者、委託者（賃借人）、連帯保証人、賃貸物件の所有者、
  賃貸人、これまでにお申込み及び契約をいただいた物件の管理会社、
  仲介会社、調査会社、緊急連絡先もしくは同居人等の申込者の関係
  者、委託契約もしくは保証契約の付帯商品の提供会社、強制執行実施
  時における執行補助者

 ②当社が申込者等に対して有する債権を譲渡又は担保に供する場合に 
  おける以下の者
  譲渡先又は担保権者
 ③刑事訴訟法第 197 条第 2 項に基づく捜査関係事項照会その他各種
  法令に基づき公的機関・公的団体等から提出を求められた場合に
  おける以下の者
  公的機関・公的団体等
 ④その他申込者等が第三者に不利益を及ぼすと当社が判断した場合に
  おける以下の者
  当該第三者
 ⑤委託契約と同時または付随して、申込者等が保険会社と保険契約を
  締結した場合における以下の者
  保険契約の相手方となる保険会社
第 6 条（第三者の範囲）
以下の各号において個人情報の提供を受ける者は、前条の第三者に該当し
ないものとします。
（1）当社が利用目的の実現に必要な範囲内において個人情報の取り扱いの
 一部又は全部を委託する場合における委託先（なお、委託先における
 個人情報の取り扱いについては当社が責任を負います。）
（2）当社が合併その他の事由により事業の承継を行うこととなった場合の
 承継先
第 7条（家賃債務保証情報取扱機関への登録･利用等）
（1）申込者等は、当社が個人情報を当社の加盟する以下の家賃債務保証情報
 取扱機関（以下｢加盟家賃債務保証情報取扱機関｣といいます。）に提供
 することに同意します。
 ■加盟家賃債務保証情報取扱機関
  名　　称： 一般社団法人 全国賃貸保証業協会（略称 LICC）
  住　　所： 〒105-0004　東京都港区新橋 5丁目22 番 6 号
  　　　　　　　　　　　  ル・グラシエル BLDG2 四階 A
  電話番号： 0570-086-110
  URL： http://jpg.or.jp/
（2）申込者等は、当社が申込者等との委託契約締結可否の判断及び委託
 契約又は保証契約の履行･求償権の行使のために、加盟家賃債務保証
 情報取扱機関に照会し、申込者等に関する個人情報が登録されている
 場合には、当社が当該情報を利用することに同意します。
（3）申込者等は、以下の表に定める個人情報が加盟家賃債務保証情報取扱
 機関に以下の表に定める期間登録され、加盟家賃債務保証情報取扱
 機関の会員により申込者等との契約締結可否の判断及び契約の履行・
 求償権の行使のために利用されることに同意します。

（4）申込者等は、賃貸人が賃借人等に対して建物明渡請求訴訟を提起した
 場合にこれにかかる情報を、賃貸人が当社に対し、当社が加盟家賃債務
 保証情報取扱機関に登録する目的で提供することに同意します。
（5）原則として申込者等本人に限り、加盟家賃債務保証情報取扱機関に登録
 される個人情報に係る開示請求又は当該個人情報に誤りがある場合の
 訂正、削除等の申立を、加盟家賃債務保証情報取扱機関が定める手続き
 及び方法によって行うことができます。
第 8 条（信用情報機関への登録・利用等）
（1）申込者等は、当社が第 1条、第 2 条に該当する個人情報及び法人情報の
 うち、第 3 項①に掲げる情報を当社の加盟する以下の信用情報機関（以
 下「加盟先機関」といいます。）に提供することに同意します。
 ■加盟先機関
  名　　称：株式会社　日本信用情報機構 ( 略称 JICC)
  電話番号：0570-055-955
  URL：https://www.jicc.co.jp
（2）当社が加盟先機関及び加盟先機関と提携する以下の信用情報機関（以下
 「提携先機関」といいます。）に対して、申込者等について照会をかけた
 際、加盟先機関及び提携先機関に申込者等の第 1条、第 2 条に該当する
 個人情報及び法人情報、申込者等に対する金融機関からの貸付け情報
 （以下、単に「貸付け情報」といいます。）その他の情報（加盟先機関及び
 提携先機関の他の加盟会員と申込者等との間で締結されている金銭
 消費貸借契約等に係る入金日、入金予定日、残高金額、完済日、延滞・
 延滞解消、債権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申立、債権
 譲渡等の情報を含みます。）が登録されている場合、当社は、これらの
 情報の提供を受け、提供を受けたこれらの情報を、申込者等の返済又は
 支払能力の調査・判断に利用します。
 ■提携先機関
  名　　称：全国銀行個人信用情報センター
  電話番号：03-3214-5020
  URL：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
  名　　称：株式会社　シー・アイ・シー ( 略称 CIC)
  電話番号：0120-810-414
  URL：https//www.cic.co.jp/
（3）①当社が第 1 項で加盟先機関に提供する個人情報及び法人情報、並び
 に、これらの情報が加盟先機関に登録される期間は以下の通りです。
  ア 申込者等を特定するための情報（申込者等が個人の場合：氏名、
    性別、生年月日、 住所、電話番号、勤務先名称、勤務先電話番号等。
    申込者等が法人の場合：法人名、 代表者名、所在地、 電話番号、
    設立年月日等）・契約内容（第 1条の情報のうち、契約の種類、契約
    日、保証額、賃貸物件の名称・所在地等）・返済状況（第１条の
    情報のうち、入金日、入金予定日、完済日等）・取引事実（第１条の
    情報のうち、保証履行額、保証履行日等）・債権譲渡の事実に関
    する情報のいずれかが登録されている期間
  イ 契約内容・返済状況・取引事実に関する情報
    委託契約継続中及び終了後の 5年以内
   ウ 債権譲渡の事実に関する情報
    当該事実の発生日から1年以内
 ②当社が第1項で加盟先機関に提供する個人情報及び法人情報のうち、
  保証額についての情報は賃貸借申込物件の賃料等 1 カ月分に相当
  する額とします。また、当社が第２項の照会をかけた場合の申込者等
  の申込日及び申込商品種別等の情報（以下「申込情報」といいます。）
   は、加盟先機関に登録され、この登録期間は、当社が加盟先機関に
   照会した日から6カ月以内です。
 ③加盟先機関は、当社が第 1 項で提供した個人情報及び法人情報並び

  に前号の申込情報を、加盟先機関に登録している他の加盟会員及び
  提携先機関に登録している他の加盟会員に提供します。これら加盟
  会員は、当該個人情報及び法人情報並びに申込情報を、申込者等の
  返済又は支払能力を調査する目的のみに利用します。
 ④申込者等は、加盟先機関に登録されている個人情報及び法人情報に
  係る開示請求または当該個人情報・法人情報及び貸付け情報に誤り
  がある場合の訂正・削除等の申立を、加盟先機関が定める手続き及 
  び方法によって行うことができます。
第 9 条（個人情報の提供）
（1）当社は、第４条で定める利用目的の実現のため、緊急連絡先、同居人等の
 申込者等の関係者に対し、申込者等の個人情報の提供を求め、同人ら
 から申込者等の個人情報の提供を受けることがあります。
（2）当社は、第４条で定める利用目的の実現のため、賃貸人、管理会社、仲介
 会社等、個人情報保護法の定める個人情報取扱事業者から、同居人等の
 個人情報の提供を受けることがあります。
（3）当社は、前項の提供を受けるにあたっては、当該個人情報取扱事業者が、
 申込者等から第三者である当社に対して同居人等の個人情報を提供
 することについて同意を得ていることを確認した上でこれを行います。
第 10 条（個人情報の開示･訂正等･利用停止等）
（1）当社は、所定の方法により、申込者等から、自身の個人情報又は第三者
 提供記録の開示を求められたときは、申込者等に対し、遅滞なく、当該
 個人情報を開示します。ただし、開示することにより以下の各号のいずれ
 かに該当する場合には、当社は、当該個人情報の全部又は一部を開示し
 ません。
 ①申込者等又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する
  おそれがある場合。
 ②当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合。
 ③法令に違反することとなる場合。
（2）当社は、当社が保有する個人情報の内容が事実でないことが判明した
 場合、利用目的の実現に必要な範囲内において、速やかに当該個人情報
 を最新の情報へ訂正、追加又は削除（以下｢訂正等｣といいます。）します。
（3）当社は、申込者等から自身の個人情報の利用の停止、消去又は第三者へ
 の提供の停止（以下「利用停止等」といいます。）の請求を受けた場合は、
 これに応じます。また、措置を講じた後は、遅滞なくその旨を本人に通知
 します。ただし、以下の各号のいずれかに該当する場合は、利用停止等は
 行いません。
 ①申込者等又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するお
  それがある場合。
 ②当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合。
 ③法令に違反することとなる場合。 
（4）当社は、申込者等から自身の個人情報を第三者へ提供した際の提供記録
 並びに申込者等の個人情報を当社が第三者より提供を受けた記録の
 開示請求を受けた場合は、これに応じます。また、措置を講じた後は、
 遅滞なくその旨を本人に通知します。
 ただし、以下の各号のいずれかに該当する場合は、開示は行いません。
 ①申込者等又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する
  おそれがある場合。
 ②当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合。
 ③法令に違反することとなる場合。
第 11条（個人情報の正確性）
当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報を正確かつ最新
の内容に保つよう努めます。ただし、委託契約の申込時又は締結時において
ご提供いただいた個人情報が正確かつ最新の内容であることについては、申
込者等が責任を負うものとします。

第 12 条（必要情報の提出）
申込者等は、当社に対し、委託契約の申込みに対する審査、委託契約の締結
又は履行に必要なものとして、当社がその提供を求めた申込者等の個人情
報を提出します。
第 13 条（本事項不同意の場合の措置）
当社は、申込者等が本事項の全部又は一部を同意しない場合、委託契約の審
査をお断りする場合があります。ただし、第 4 条 5 項または 6 項に限り同意
しない場合、当社はこれを理由に委託契約の審査をお断りすることはありま
せん。
第 14 条（審査結果）
当社は、4 条 2項 2号に基づき、委託契約についての審査結果を賃貸人、管
理会社又は仲介会社へ通知します。なお審査結果は審査時点のものであり、
委託契約を締結する時点で申込者等に著しい信用状況の変動や、申込内容
の変更等がある場合には審査結果を変更することがあります。又、当社によ
る審査により、委託契約が受諾されない結果となった場合であっても、審査
内容及び審査の理由は開示しません。また、当社は、法令に定められた訂正
等、利用停止等の場合を除き、提供された個人情報及び法人情報を含む書面
についてはいかなる場合にも返却及び削除しません。 
第 15 条（個人情報の管理）
（1）当社は、その管理下にある個人情報の紛失、誤用及び改変を防止する
 ために、適切なセキュリティ対策の実施に努めます。
（2）当社は、保有する個人情報について権限を持つ利用者のみがアクセスで
 きる安全な環境下に保管するよう努めます。
第 16 条（個人情報及び法人情報取り扱い業務の外部委託）
当社は、個人情報及び法人情報を取り扱う業務の一部又は全部を外部委託
することがあります。外部委託先の個人情報及び法人情報の取り扱いについ
ては、当社がその責任を負います。
第 17条（統計データの利用）
当社は、提供を受けた個人情報をもとに、個人を特定できない形式に加工し
た統計データを作成することがあります。当社は、当該データにつき何らの
制限なく利用することができるものとします。
第 18 条（本事項の改定）
当社は、法令等の定めがある場合を除き、本事項を随時変更することができ
るものとします。
第 19 条（個人情報保護管理者）
全保連株式会社 個人情報保護管理者 コーポレート本部長
第 20 条（問合せ窓口）
個人情報に関する苦情、利用目的の通知、開示、訂正等、利用停止等又はその
他のご質問、ご相談若しくはお問合せにつきましては当社ホームページ
(https://www.zenhoren.jp）を参照いただくか、以下の問合せ窓口までご連
絡ください。なお、手続に際しては、当社所定の手数料を要します。
 住　　所：東京都新宿区西新宿1-24-1
 担当部署：全保連株式会社　リスク・コンプライアンス統括部
 URL：https://www.zenhoren.jp/privacy/
第 21条（適用除外）
申込者等が法人の場合、第 7条は適用外とします。
第 22 条（特記事項）
当社の委託契約締結業務の都合上、申込者等が、当社との間で委託契約（申
込者等が連帯保証人予定者の場合には、当社との間で委託契約に係る連帯
保証契約）を締結するに際して、当社に対し、本事項とは別の個人情報の取
り扱いに関する同意書（以下「別同意書」といいます。）を提出することとなる
場合において、本事項と別同意書の規定内容が異なる場合には、本事項の規
定が優先的に適用されます。
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①申込時必要書類として、「運転免許証・パスポート・健康保険証・マイナンバーカード・生活保護受給者の方は生活保護受給証明に関する書類（生年月日記載）・外国籍の方は在留カード（表裏）」の
　いずれかコピーの提出をお願いします。未成年者の場合は「親権者（法定代理人）同意書」が併せて必要になります。
②当社より記載内容（全項目）確認のため、申込者・賃借人・緊急連絡先にご連絡させていただく場合がございます。（また、在籍確認をさせていただく場合がございます）
③お申込に際しては、当社所定の審査をさせていただきます。審査結果によってはご要望にそえない場合がございます。なお審査の内容・結果等に関するご質問、お問合せについてはお答え致しかね
　ますのであらかじめご了承ください。

【重要】下記署名者は、【個人情報の取得・管理・利用に関する同意書及び賃貸借保証委託契約に関する重要事項説明書】を申込者に説明し、また、
　　　保証免責となるような虚偽申告、及び入居済申込者は申込時点で賃料滞納がない事・リースバック有無を確認して申込します



個人情報及び法人情報の取得・管理・利用に関する事項
全保連株式会社（以下「当社」といいます。）は、賃貸借保証委託契約（以下「委
託契約」といいます。）の申込者、その連帯保証人予定者、委託契約申込後、委
託契約締結に至った委託者及びその連帯保証人（以下併せて「申込者等」と
いいます。）の個人情報及び法人情報を、本書（以下「本事項」といいます。）に
定めるところに従い取り扱います。
第 1条（個人情報）
個人情報とは、氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、国籍、本人識別情報、肖
像、音声、勤務先名称、勤務先住所、雇用形態、勤務先電話番号、部署、年収、
勤務年数、外国籍の方における在留資格・在留期間・日本語検定資格の内容・
日本での合計在住年数、当社が保証の対象とする賃料等に係る賃貸借契約
の目的物件（以下「賃貸物件」といいます。）の名称・所在地、口座情報、委託
契約における委託者（賃借人）と当社との間における取引情報、その他公共
機関、官報やマスメディア等の媒体を通じて公にされている情報のいずれか
に該当するものをいいます 。（いずれも、委託契約終了後の個人情報も含み
ます。）
第 2 条（法人情報）
法人情報とは、次の各号のいずれかに該当するものをいいます。
（1）法人名、代表者名、代表者生年月日、所在地、電話番号、FAX番号、設立年
 月日、資本金、年商、従業員数、事業内容、賃貸物件の名称・所在地、口座
 情報、委託契約における委託者（賃借人）と当社との間における取引
 情報、その他公共機関、官報やマスメディア等の媒体を通じて公にされて
 いる情報
（2）登記事項証明書等に記載された法人確認のための情報
第 3条（関連する個人情報）
当社は、申込者等が、事前に本人からの同意を得て当社に提供した緊急連絡
先及び同居人等、申込者等の関係者（以下、併せて「同居人等」といいます。）
に関する個人情報についても本事項に従って取り扱います。
第 4 条（個人情報及び法人情報の利用目的）
当社が申込者等から取得した個人情報及び法人情報の利用目的は以下のと
おりです。本事項に別段の定めがある場合のほか、この利用目的を超えて、当
社が個人情報を利用することはありません。
（1）申込者等からの当社宛お問合せ及びご意見ご要望の受付け対応として
 ①お問合せ及びご意見ご要望の内容を確認しその対応を行うため
  （なお、この目的のためにこれらの内容については録音をいたします。）
 ②お問合わせ及びご意見ご要望の内容を当社内システムに記録する
   ため
 ③お問合わせ及びご意見ご要望を踏まえ、当社でサービス品質向上を
   図るための資料を作成するため
（2）委託契約の締結、継続等の可否を判断するまたは委託契約の状況等を
 共有する場面として
 ①申込者等との間で委託契約を締結することの是非を審査するため
 ②前号の審査の結果を踏まえ、申込者等との間で委託契約を締結する
  ため
 ③締結された委託契約を継続することの可否を判断するため
 ④前 3号の審査判断に関する記録を当社内システムに保存するため
 ⑤賃貸物件を管理する不動産会社（当該不動産会社がフランチャイジー
  である場合はフランチャイザー会社を含みます。以下、これらを併せて
  「管理会社」といいます。）に対し、委託契約の状況等を共有するため
 なお、①から③の判断に際して、当社が第８条に定める第三者機関から
 提供を受けた申込者等の信用力等に関する情報については、かかる判断
 以外の目的でこれを利用することはありません。
（3）委託契約の履行の場面として
 ①委託契約に定める保証委託料、賃料等、口座振替サービス利用料等の

  入金管理等のため
 ②前号の入金管理等に関して、管理会社との間で情報共有を行うため
 ③当社内システムに保存されている申込者等の情報につき、システム
  メンテナンスを含めた適切な保全を実施するため
（4）委託契約に基づく求償権行使の場面として
 ①申込者等の所在を確認するため
 ②申込者等に連絡を行うため
 ③求償権行使に際しての申込者等との交渉経過その他の事実に関する
  記録を保存するため
 ④前３号における確認、連絡、交渉状況等に関する事実につき、管理会社
  との間で情報共有を行うため
（5）当社および当社の提携先のサービス・関連商品の紹介の場面として
 ①ダイレクトメールの発送並びにお電話等による、当社サービス及び
  当社の提携先が提供する関連商品・サービスに関する各種ご提案・
  ご案内を行うため
 ②前号のご提案・ご案内のため、当社と申込者等との間の取引履歴等を
  分析するため
（6）当社のサービス品質向上の場面として、市場調査、保証商品やサービス
 研究開発を行うため
（7）委託契約に付帯する商品等に関する情報を申込者等に提供するため
（8）当社が賃貸人及び管理会社からの委託に基づき、委託者（賃借人）から
 賃料、その他金員の収納に係る代行事務を行うため
（9）賃貸借契約の履行及び管理並びに賃貸借契約終了後の賃貸人と委託者
 （賃借人）との間の債権債務関係の精算に協力する場面として
 ①保証契約の解約や取引解約後の事後管理のため
 ②当社の債権譲渡等の処分及び担保差入れその他の取引のため
 ③賃貸人が行う明渡訴訟に関し、申込者等の氏名・住所及び滞納状況
  などの特定に協力するため
 ④賃貸人が行う明渡訴訟に関し、管理会社への情報提供などに協力
  するため
 ⑤賃貸人が行う強制執行に関し、執行補助者への情報提供などに協力
  するため
 ⑥保証契約に基づく代位弁済請求に関し、その請求内容等の精査の
  ため
第 5条（個人情報の第三者への提供）
（1）当社は、以下に該当する場合を除くほか、あらかじめ申込者等の同意を
 得ずに、申込者等の個人情報を第三者に提供することはありません。
 ①法令に基づく場合。
 ②人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、
  申込者等の同意を得ることが困難であるとき。
 ③公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要が
  ある場合であって、申込者等の同意を得ることが困難であるとき。
 ④国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の
  定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であっ
  て、申込者等の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす
  おそれがあるとき。
（2）申込者は、当社が申込者等の個人情報を以下の第三者に対し提供するこ
 とに同意します。
 ①４条記載の利用目的の実現に必要となる以下の者
  連帯保証人予定者、委託者（賃借人）、連帯保証人、賃貸物件の所有者、
  賃貸人、これまでにお申込み及び契約をいただいた物件の管理会社、
  仲介会社、調査会社、緊急連絡先もしくは同居人等の申込者の関係
  者、委託契約もしくは保証契約の付帯商品の提供会社、強制執行実施
  時における執行補助者

 ②当社が申込者等に対して有する債権を譲渡又は担保に供する場合に 
  おける以下の者
  譲渡先又は担保権者
 ③刑事訴訟法第 197 条第 2 項に基づく捜査関係事項照会その他各種
  法令に基づき公的機関・公的団体等から提出を求められた場合に
  おける以下の者
  公的機関・公的団体等
 ④その他申込者等が第三者に不利益を及ぼすと当社が判断した場合に
  おける以下の者
  当該第三者
 ⑤委託契約と同時または付随して、申込者等が保険会社と保険契約を
  締結した場合における以下の者
  保険契約の相手方となる保険会社
第 6 条（第三者の範囲）
以下の各号において個人情報の提供を受ける者は、前条の第三者に該当し
ないものとします。
（1）当社が利用目的の実現に必要な範囲内において個人情報の取り扱いの
 一部又は全部を委託する場合における委託先（なお、委託先における
 個人情報の取り扱いについては当社が責任を負います。）
（2）当社が合併その他の事由により事業の承継を行うこととなった場合の
 承継先
第 7条（家賃債務保証情報取扱機関への登録･利用等）
（1）申込者等は、当社が個人情報を当社の加盟する以下の家賃債務保証情報
 取扱機関（以下｢加盟家賃債務保証情報取扱機関｣といいます。）に提供
 することに同意します。
 ■加盟家賃債務保証情報取扱機関
  名　　称： 一般社団法人 全国賃貸保証業協会（略称 LICC）
  住　　所： 〒105-0004　東京都港区新橋 5丁目22 番 6 号
  　　　　　　　　　　　  ル・グラシエル BLDG2 四階 A
  電話番号： 0570-086-110
  URL： http://jpg.or.jp/
（2）申込者等は、当社が申込者等との委託契約締結可否の判断及び委託
 契約又は保証契約の履行･求償権の行使のために、加盟家賃債務保証
 情報取扱機関に照会し、申込者等に関する個人情報が登録されている
 場合には、当社が当該情報を利用することに同意します。
（3）申込者等は、以下の表に定める個人情報が加盟家賃債務保証情報取扱
 機関に以下の表に定める期間登録され、加盟家賃債務保証情報取扱
 機関の会員により申込者等との契約締結可否の判断及び契約の履行・
 求償権の行使のために利用されることに同意します。

（4）申込者等は、賃貸人が賃借人等に対して建物明渡請求訴訟を提起した
 場合にこれにかかる情報を、賃貸人が当社に対し、当社が加盟家賃債務
 保証情報取扱機関に登録する目的で提供することに同意します。
（5）原則として申込者等本人に限り、加盟家賃債務保証情報取扱機関に登録
 される個人情報に係る開示請求又は当該個人情報に誤りがある場合の
 訂正、削除等の申立を、加盟家賃債務保証情報取扱機関が定める手続き
 及び方法によって行うことができます。
第 8 条（信用情報機関への登録・利用等）
（1）申込者等は、当社が第 1条、第 2 条に該当する個人情報及び法人情報の
 うち、第 3 項①に掲げる情報を当社の加盟する以下の信用情報機関（以
 下「加盟先機関」といいます。）に提供することに同意します。
 ■加盟先機関
  名　　称：株式会社　日本信用情報機構 ( 略称 JICC)
  電話番号：0570-055-955
  URL：https://www.jicc.co.jp
（2）当社が加盟先機関及び加盟先機関と提携する以下の信用情報機関（以下
 「提携先機関」といいます。）に対して、申込者等について照会をかけた
 際、加盟先機関及び提携先機関に申込者等の第 1条、第 2 条に該当する
 個人情報及び法人情報、申込者等に対する金融機関からの貸付け情報
 （以下、単に「貸付け情報」といいます。）その他の情報（加盟先機関及び
 提携先機関の他の加盟会員と申込者等との間で締結されている金銭
 消費貸借契約等に係る入金日、入金予定日、残高金額、完済日、延滞・
 延滞解消、債権回収、債務整理、保証履行、強制解約、破産申立、債権
 譲渡等の情報を含みます。）が登録されている場合、当社は、これらの
 情報の提供を受け、提供を受けたこれらの情報を、申込者等の返済又は
 支払能力の調査・判断に利用します。
 ■提携先機関
  名　　称：全国銀行個人信用情報センター
  電話番号：03-3214-5020
  URL：https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/
  名　　称：株式会社　シー・アイ・シー ( 略称 CIC)
  電話番号：0120-810-414
  URL：https//www.cic.co.jp/
（3）①当社が第 1 項で加盟先機関に提供する個人情報及び法人情報、並び
 に、これらの情報が加盟先機関に登録される期間は以下の通りです。
  ア 申込者等を特定するための情報（申込者等が個人の場合：氏名、
    性別、生年月日、 住所、電話番号、勤務先名称、勤務先電話番号等。
    申込者等が法人の場合：法人名、 代表者名、所在地、 電話番号、
    設立年月日等）・契約内容（第 1条の情報のうち、契約の種類、契約
    日、保証額、賃貸物件の名称・所在地等）・返済状況（第１条の
    情報のうち、入金日、入金予定日、完済日等）・取引事実（第１条の
    情報のうち、保証履行額、保証履行日等）・債権譲渡の事実に関
    する情報のいずれかが登録されている期間
  イ 契約内容・返済状況・取引事実に関する情報
    委託契約継続中及び終了後の 5年以内
   ウ 債権譲渡の事実に関する情報
    当該事実の発生日から1年以内
 ②当社が第1項で加盟先機関に提供する個人情報及び法人情報のうち、
  保証額についての情報は賃貸借申込物件の賃料等 1 カ月分に相当
  する額とします。また、当社が第２項の照会をかけた場合の申込者等
  の申込日及び申込商品種別等の情報（以下「申込情報」といいます。）
   は、加盟先機関に登録され、この登録期間は、当社が加盟先機関に
   照会した日から6カ月以内です。
 ③加盟先機関は、当社が第 1 項で提供した個人情報及び法人情報並び

  に前号の申込情報を、加盟先機関に登録している他の加盟会員及び
  提携先機関に登録している他の加盟会員に提供します。これら加盟
  会員は、当該個人情報及び法人情報並びに申込情報を、申込者等の
  返済又は支払能力を調査する目的のみに利用します。
 ④申込者等は、加盟先機関に登録されている個人情報及び法人情報に
  係る開示請求または当該個人情報・法人情報及び貸付け情報に誤り
  がある場合の訂正・削除等の申立を、加盟先機関が定める手続き及 
  び方法によって行うことができます。
第 9 条（個人情報の提供）
（1）当社は、第４条で定める利用目的の実現のため、緊急連絡先、同居人等の
 申込者等の関係者に対し、申込者等の個人情報の提供を求め、同人ら
 から申込者等の個人情報の提供を受けることがあります。
（2）当社は、第４条で定める利用目的の実現のため、賃貸人、管理会社、仲介
 会社等、個人情報保護法の定める個人情報取扱事業者から、同居人等の
 個人情報の提供を受けることがあります。
（3）当社は、前項の提供を受けるにあたっては、当該個人情報取扱事業者が、
 申込者等から第三者である当社に対して同居人等の個人情報を提供
 することについて同意を得ていることを確認した上でこれを行います。
第 10 条（個人情報の開示･訂正等･利用停止等）
（1）当社は、所定の方法により、申込者等から、自身の個人情報又は第三者
 提供記録の開示を求められたときは、申込者等に対し、遅滞なく、当該
 個人情報を開示します。ただし、開示することにより以下の各号のいずれ
 かに該当する場合には、当社は、当該個人情報の全部又は一部を開示し
 ません。
 ①申込者等又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する
  おそれがある場合。
 ②当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合。
 ③法令に違反することとなる場合。
（2）当社は、当社が保有する個人情報の内容が事実でないことが判明した
 場合、利用目的の実現に必要な範囲内において、速やかに当該個人情報
 を最新の情報へ訂正、追加又は削除（以下｢訂正等｣といいます。）します。
（3）当社は、申込者等から自身の個人情報の利用の停止、消去又は第三者へ
 の提供の停止（以下「利用停止等」といいます。）の請求を受けた場合は、
 これに応じます。また、措置を講じた後は、遅滞なくその旨を本人に通知
 します。ただし、以下の各号のいずれかに該当する場合は、利用停止等は
 行いません。
 ①申込者等又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するお
  それがある場合。
 ②当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合。
 ③法令に違反することとなる場合。 
（4）当社は、申込者等から自身の個人情報を第三者へ提供した際の提供記録
 並びに申込者等の個人情報を当社が第三者より提供を受けた記録の
 開示請求を受けた場合は、これに応じます。また、措置を講じた後は、
 遅滞なくその旨を本人に通知します。
 ただし、以下の各号のいずれかに該当する場合は、開示は行いません。
 ①申込者等又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害する
  おそれがある場合。
 ②当社の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合。
 ③法令に違反することとなる場合。
第 11条（個人情報の正確性）
当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報を正確かつ最新
の内容に保つよう努めます。ただし、委託契約の申込時又は締結時において
ご提供いただいた個人情報が正確かつ最新の内容であることについては、申
込者等が責任を負うものとします。

第 12 条（必要情報の提出）
申込者等は、当社に対し、委託契約の申込みに対する審査、委託契約の締結
又は履行に必要なものとして、当社がその提供を求めた申込者等の個人情
報を提出します。
第 13 条（本事項不同意の場合の措置）
当社は、申込者等が本事項の全部又は一部を同意しない場合、委託契約の審
査をお断りする場合があります。ただし、第 4 条 5 項または 6 項に限り同意
しない場合、当社はこれを理由に委託契約の審査をお断りすることはありま
せん。
第 14 条（審査結果）
当社は、4 条 2項 2号に基づき、委託契約についての審査結果を賃貸人、管
理会社又は仲介会社へ通知します。なお審査結果は審査時点のものであり、
委託契約を締結する時点で申込者等に著しい信用状況の変動や、申込内容
の変更等がある場合には審査結果を変更することがあります。又、当社によ
る審査により、委託契約が受諾されない結果となった場合であっても、審査
内容及び審査の理由は開示しません。また、当社は、法令に定められた訂正
等、利用停止等の場合を除き、提供された個人情報及び法人情報を含む書面
についてはいかなる場合にも返却及び削除しません。 
第 15 条（個人情報の管理）
（1）当社は、その管理下にある個人情報の紛失、誤用及び改変を防止する
 ために、適切なセキュリティ対策の実施に努めます。
（2）当社は、保有する個人情報について権限を持つ利用者のみがアクセスで
 きる安全な環境下に保管するよう努めます。
第 16 条（個人情報及び法人情報取り扱い業務の外部委託）
当社は、個人情報及び法人情報を取り扱う業務の一部又は全部を外部委託
することがあります。外部委託先の個人情報及び法人情報の取り扱いについ
ては、当社がその責任を負います。
第 17条（統計データの利用）
当社は、提供を受けた個人情報をもとに、個人を特定できない形式に加工し
た統計データを作成することがあります。当社は、当該データにつき何らの
制限なく利用することができるものとします。
第 18 条（本事項の改定）
当社は、法令等の定めがある場合を除き、本事項を随時変更することができ
るものとします。
第 19 条（個人情報保護管理者）
全保連株式会社 個人情報保護管理者 コーポレート本部長
第 20 条（問合せ窓口）
個人情報に関する苦情、利用目的の通知、開示、訂正等、利用停止等又はその
他のご質問、ご相談若しくはお問合せにつきましては当社ホームページ
(https://www.zenhoren.jp）を参照いただくか、以下の問合せ窓口までご連
絡ください。なお、手続に際しては、当社所定の手数料を要します。
 住　　所：東京都新宿区西新宿1-24-1
 担当部署：全保連株式会社　リスク・コンプライアンス統括部
 URL：https://www.zenhoren.jp/privacy/
第 21条（適用除外）
申込者等が法人の場合、第 7条は適用外とします。
第 22 条（特記事項）
当社の委託契約締結業務の都合上、申込者等が、当社との間で委託契約（申
込者等が連帯保証人予定者の場合には、当社との間で委託契約に係る連帯
保証契約）を締結するに際して、当社に対し、本事項とは別の個人情報の取
り扱いに関する同意書（以下「別同意書」といいます。）を提出することとなる
場合において、本事項と別同意書の規定内容が異なる場合には、本事項の規
定が優先的に適用されます。
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※続柄・住所・連絡先全て記載必須

※申込人 /連帯保証人は【個人情報の取得・管理・利用に関する同意書及び賃貸借保証委託契約に関する重要事項説明書】を承諾し申込します。
　また、入居中物件の申込に際しては申込時点での賃料等滞納はありません。


